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庁内ネットワーク機器更改関連業務 

に関する公募型プロポーザル募集要項 
 

１ 業務名 

  庁内ネットワーク機器更改関連業務 

 

２  選定の方法   

庁内におけるネットワーク機器は導入から５年が経過しており、老朽化によるトラブルを防

止するため、機器更改を行う必要がある。小樽市のネットワーク機器更新を行うに当たり、提

案書の公募によるプロポーザル方式により、受託者を選定するもの。 

 

３  業務の概要 

(１) 業務内容 

庁内ネットワーク機器更改関連業務仕様書（以下、「仕様書」という。）を参照のこと。 

(２) 契約期間 

令和７年８月上旬（予定）から令和１３年３月３１日まで 

(３) 利用期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

(４) 賃借料総額 

７８，９４０千円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とする。(６０か月総額) 

(５) 発注者 

    小樽市 

(６) 契約保証金 

上記（４）の１０／１００以上の額 

ただし、小樽市契約規則（平成８年市規則第２７号。以下「契約規則」 という。）第３条

第３項各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金の納付を免除する。 

 

４  日程及び期限 

内  容 日程・期限 

仕様書等の交付 令和７年５月３０日（金）～令和７年６月１３日（金） 

質問の受付 令和７年６月１３日（金）午後５時２０分まで 

質問の回答 随時回答、最終回答日：令和７年６月２０日（金） 

参加申込書等の提出期限 令和７年６月２６日（木）午後５時２０分まで 

ヒアリングの実施 令和７年７月１日（火）予定 

審査結果の通知 令和７年７月上旬予定 

賃貸借契約の締結 令和７年８月４日（月）予定 

賃貸借契約の開始 令和８年４月１日（水）予定 

         

５  仕様書等の交付方法 

（１）６月１３日（金）まで、小樽市ホームページからダウンロードする方法で交付する。 

●ホームページアドレス 

https://www.city.otaru.lg.jp/categories/bunya/nyusatu_keiyaku/nyusatu_koujiigai/ 

（２）仕様に関する内容のうち、小樽市の現状のネットワーク構成等、秘密事項に属する内容につい

ては、秘密保持誓約書（様式１）を本市に郵送または持参により提出を受けた場合、紙媒体で交

付する。また、秘密保持誓約書を PDFデータに加工し、電子メールに添付する方法などにより、

提出された場合は、電子メール等により電子データを交付するが、提出期限までに必ず原本を提
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出すること。なお、郵送する場合は、あらかじめ電話でその旨を報告すること。 

 

６  参加資格 

（１）本業務の実施予定組織・部門が ISO/IEC27001:2005、JIS Q 27001:2006、ISMS 認証基準

（Ver.2.0）に基づく情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度の認

証又はプライバシーマーク制度の認証によるプライバシーマーク使用許諾のいずれかを受

けていること。 

(２)  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほか、次に掲げ

るものに該当しない者であること。 

① 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に規定する更生手続の適用を申請した者で、

同法に基づく裁判所からの更生計画認可の決定がされていない者であること。 

② 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に規定する再生手続の適用を申請した者で、

同法に基づく裁判所からの再生計画認可の決定がされていない者であること。 

(３) 国内に本社・本店・主たる事務所を有している法人等であること。  

（４） 小樽市に納税義務がある者の場合、小樽市に対して法人等として滞納がないこと。 

(５) 消費税及び地方消費税に未納がないこと。 

 (６) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実

質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関

係を有する事業者をいう。）に該当しない者であること。 

(７) 現に、小樽市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱に基づく指名停止を受けていない

こと。この場合において、国及び他の地方公共団体において指名停止を受けている場合も、

参加資格はないものとする。 

(８) 国又は地方公共団体と本業務と類似の契約を締結し、誠実に履行した実績を有すること。 

 

７  仕様書等に関する質問の受付及び回答 

仕様書等について不明な点がある場合には、質問書を提出すること。ただし、評価基準の配

点等、審査に支障をきたす質問については受け付けない。 

(１) 受付方法 

質問書（様式９）を、電子メールで令和７年６月１３日（金）午後５時２０分までに「１

２ 提出先・問合せ先」へ送信すること。また、送信後に、電話で着信を確認すること。 

(２) 回答方法 

質問書への回答については、令和７年６月２０日（金）までに行うものとする。 

なお、質問者には電子メールで回答するとともに、その内容について小樽市ホームペー

ジに掲載する。 

 

８  参加申込書等の提出 

(１) 提出方法 

「１２ 提出先・問合せ先」まで持参または郵送すること。 

また、郵送した場合は、電話でその旨を報告すること。 

(２) 提出書類 

①  参加申込書（様式２） 

②  法人等の概要 （様式自由、ただしＡ４判（タテヨコ自由）とする。） 

③ 企画提案書（様式３） 

④  業務実施体制（様式４） 

⑤ 見積書（様式５） 

⑥ 受託等実績書（様式６） 
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⑦ 使用印鑑届（様式７） 

⑧  誓約書（様式８） 

⑨ 登記簿謄本（登記事項全部証明書）（写し可。提案書提出日前３か月以内に発行されたも

のに限る。） 

⑩ 小樽市税に滞納がないことの証明書 （小樽市に納税義務がある場合。写し可。提案書提

出日前３か月以内に発行されたものに限る。) 

⑪ 消費税及び地方消費税に係る納税証明書（写し可。提案書提出日前３か月以内に発行さ

れたものに限る。） 

⑫ 決算報告書等（申請時直近１事業年度の貸借対照表、損益計算書等を提出すること。） 

   なお、契約に当たり第三者賃貸方式による契約を希望する場合は、見積書（様式５）の 

摘要欄に、第三者賃貸方式となる旨、及び指定する賃貸会社の名称等を記入すること。ただ 

し、賃貸会社は令和５・６・７年度小樽市物品購入等指名競争入札参加資格者名簿の「賃貸

借」に登録された者であること。 

(３) 提出部数 

・(２)の①、⑦～⑫は各１部 

・(２)の②～⑥は各７部 

（③企画提案書及び⑤見積書は正本１部のみ押印し、残り６部は複写とする。） 

(４) 提出期限 

令和７年６月２６日（木）午後５時２０分 必着 

※提出期限後の参加申込書等の差し替え、再提出は認めない。 

(５) 辞退する場合 

参加申込書等の提出後に辞退する場合は、ヒアリング実施日の前日までに参加辞退届（様

式１０）を持参又は郵送の方法により提出すること（郵送の方法による場合は、ヒアリン

グ実施日の前日までに到着するようにすること。）。 

(６) 留意事項 

① 業務実施体制（様式４）は当該業務に従事するもの全員について記入すること。また、

業務体制全体図やフロー図（任意様式）も併せて提出すること。 

② 企画提案書（様式３）は、仕様書を参照の上、別紙（任意様式）で下記の事項に留意の

上、記載すること。 

（ア）業務の目的の理解 

本業務の目的が正しく理解されており、実施方針が示されているか。 

（イ）業務の実施体制 

・目的を達成するために必要と思われる要員が割り当てられているか。 

・業務のスケジュール（準備等も含む）が適切であり、実施体制は十分か。 

（ウ）業務処理責任者、プロジェクトマネージャの類似業務実績 

   業務全般を適正かつ確実に遂行するための知識やノウハウ、経験等を十分に備えて 

  おり、業務処理責任者及びプロジェクトリーダーの実績が本業務の実施に有効と考え 

られるか。 

（エ）ネットワーク構成 

・本市のネットワーク構成を十分に理解しているか。 

・ネットワーク帯域による問題やネットワーク遅延による影響が出にくい構成となっ 

ているか。 

・その他のシステム等への影響を抑えた方法が示されているか。 

（オ）性能評価及び性能確実性 

  ・技術的な観点において、ストレスのない設計が考えられているか。 

  ・性能評価方法において、本市の利用実態にあったものが検討されているか。 

  ・性能確実性の判断基準が、受入可能なものとなっているか。 
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（カ）将来的な環境の変化・拡張性への対応力 

  ・無線アクセスポイントの増設を考慮した機器構成となっているか。 

・今後のクラウドサービス等の活用や自治体 DX推進に向けた構成変更等が行えるよう 

な柔軟なネットワークとなっているか。 

・セキュリティを担保しながら簡便に新たなネットワークの追加が可能となっている 

か。 

     ・将来的に、シンクライアントシステムから仮想セキュアコンテナ等仮想環境への移 

行の際の対応について示されているか。 

・ローカルブレークアウトの導入方法、導入後の拡張性について示されているか。 

・仕様以外で本市のデジタル化・DXに寄与する仕組みが示されているか。 

   （キ）運用保守 

     ・別途調達済みのネットワーク監視システムでの監視体制が示されているか。 

     ・機器の増設、配線の経路変更等を含め、より容易にネットワークを管理する方法が 

示されているか。 

・庁内ネットワーク運用管理業者との協力体制が示されているか。 

・ネットワーク機器の状況把握や設定・変更作業、障害発生時等への対応は十分か。 

・次回の機器更新時における本市への協力体制・情報提供の方法が示されているか。 

（ク）習熟・運用支援 

  内容は市の方針に沿った優れたものとなっているか。 

（ケ）他自治体における受注実績 

③ 企画提案書に添付する業務工程表（任意様式）は、実施スケジュールが具体的にわかる

ように記載すること。 

④ 見積書（様式５）には、具体的な積算内訳書を添付すること。見積金額及び内訳金額は

消費税及び地方消費税相当額を除いた額とする。なお、参考価格として更新業務終了後に生

じる年間運用保守費についても消費税及び地方消費税相当額を除いた額で記載すること。 

 

９  選定方法等 

(１) 審査体制 

小樽市職員で構成する選考委員会（以下「委員会」という。）が、別紙に掲げる評価項目

に従って審査を行い、最適提案者及び次順位の提案者（次点）を選定する。 

(２) 審査方法 

委員会は、提出書類及び提案者へのヒアリング（書面審査を含む）により、評価項目を

もとに審査し、得点により最適な提案者及び次順位の提案者（次点）を選定する。 

ただし、委員会で審査をした結果、合計点が満点の半分に満たない参加事業者について

は、契約の相手方の候補者とはしないものとする。 

(３) ヒアリングの実施 

令和７年７月１日を予定。 

発表時間は１事業者につき４０分以内（内容説明２０分以内、質疑応答２０分以内）と

する。詳細な日時・場所については後日、様式１１により通知する。 

(４) 評価項目 

別紙「庁内ネットワーク機器更改関連業務に関する公募型プロポーザル選定評価項目及

び評価内容」のとおり。 

(５) 提案者の失格 

提案者が次のいずれかに該当する場合には失格とする。 

①  参加申込書等の提出までに「６  参加資格」を満たさない場合 

②  契約当日までに「６  参加資格」を満たさなくなった場合 

③  期限までに必要書類が提出されなかった場合 
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④  提出書類に虚偽があった場合 

⑤  契約の履行が困難と認められるに至った場合 

⑥  提案者が個別に委員会の委員と接触を持つなど、審査の公平性を害する行為があった

場合 

⑦  提案者がヒアリングに出席しない場合 

⑧  その他、委員会で本事業の遂行にふさわしくない明白な事情が認められた場合 

(６) 事前審査 

応募者が多数の場合は、提出された書類により事前審査を行い、ヒアリングに参加する

事業者を選定することがある。 

(７) 選定結果の通知 

選定結果は、提案者全員に文書（様式１２または１３）により通知し、小樽市ホームペ

ージに掲載する。なお、選定結果及び選考の経過についての問合せ、異議申し立てに対し

ては応じない。 

 

１０  契約手続等 

審査により選定した最適な提案者と協議し、企画・提案内容を反映した仕様書を調整の上、

地方自治法第２３４条に定める随意契約の方法により契約を締結するものとする。 

なお、プロポーザルの性質上、当該契約に当たり企画提案内容（見積内容を含む。）をもっ

てそのまま契約するとは限らないので、留意すること。 

また、最適な提案者と協議が整わない場合、又は最適な提案者が契約締結するまでの間に

失格要件に該当した場合、次順位の提案者（次点）と協議できるものとする。 

 

１１  企画提案に関する留意事項 

(１) 企画提案書の作成・提出及びヒアリング出席等、審査参加に要する費用は、全て提案者

の負担とする。 

(２) 提出された提案書等は、審査目的の範囲内で複製することがある。 

(３) 提出された提案書等は、返却しない。 

(４) 提案書に虚偽の記載を行った場合、当該提案書を無効とする。 

(５) 本業務に関して、提案者が１者のみの場合であっても、委員会において提案内容の審査

を行い、選定の可否を決定する。 

(６) 提案書は、小樽市情報公開条例（平成１８年市条例第５２号）の規定に基づき開示請求

されたときは、 開示することにより当該法人又は当該事業を営む個人の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれのあるものその他の同条例第７条各号の不開示情報を

除き、開示の対象となる。ただし企画提案書等の提出及び審査期間中は、同条例第７条第

３号又は第５号の規定により、開示の対象としない。  

(７) 審査において知り得た情報（周知の情報は除く。）は、当該目的以外に使用し又は第三者

に開示若しくは漏えいしてはならないものとする。 

 

１２ 提出先・問合せ先 

小樽市総合政策部デジタル推進室（消防庁舎５階）担当：成田 

〒047-8660  小樽市花園２丁目１２番１号 

電話：(0134)32-4111 内線 219 

電子メール：digital-suisin@city.otaru.lg.jp 
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庁内ネットワーク機器更改関連業務に関する 

公募型プロポーザル選定評価項目及び評価内容 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

評価項目（合計３５０点） 配点 

（ア）業務の目的の理解 
本業務の目的が正しく理解されており、実施方針が示されているか。 

１０点 

（イ）業務の実施体制 
・目的を達成するために必要と思われる要員が割り当てられているか。 
・業務のスケジュール（準備等も含む）が適切であり、実施体制は十分か。 

２０点 

（ウ）類似業務実績 
業務全般を適正かつ確実に遂行するための知識やノウハウ、経験等を十分に備
えており、業務処理責任者及びプロジェクトリーダーの実績が本業務の実施に
有効と考えられるか。 

２０点 

（エ）ネットワーク構成 
・本市のネットワーク構成を十分に理解しているか。 
・ネットワーク帯域による問題やネットワーク遅延による影響が出にくい構成
となっているか。 

・その他のシステム等への影響を抑えた方法が示されているか。 

３０点 

（オ）性能評価及び性能確実性 
・技術的な観点において、ストレスのない設計が考えられているか。 
・性能評価方法において、本市の利用実態にあったものが検討されているか。 
・性能確実性の判断基準が、受入可能なものとなっているか。 

３０点 

（カ）将来的な環境の変化・拡張性への対応力 
・無線アクセスポイントの増設を考慮した機器構成となっているか。 
・今後のクラウドサービス等の活用や自治体 DX推進に向けた構成変更等が行え
るような柔軟なネットワークとなっているか。 

・セキュリティを担保しながら簡便に新たなネットワークの追加が可能となっ
ているか。 

・将来的に、シンクライアントシステムから仮想セキュアコンテナ等仮想環境へ
の移行の際の対応について示されているか。 

・ローカルブレークアウトの導入方法、導入後の拡張性について示されている
か。 

・仕様以外で本市のデジタル化・DXに寄与する仕組みが示されているか。 

６０点 

（キ）運用保守 
・別途調達済みのネットワーク監視システムでの監視体制が示されているか。 
・機器の増設、配線の経路変更等を含め、より容易にネットワークを管理する方
法が示されているか。 

・庁内ネットワーク運用管理業者との協力体制が示されているか。 
・ネットワーク機器の状況把握や設定・変更作業、障害発生時等への対応は十分
か。 

・次回の機器更新時における本市への協力体制・情報提供の方法が示されている
か。 

５０点 

（ク）習熟・運用支援 
内容は市の方針に沿った優れたものとなっているか。 

２０点 

（ケ）他自治体における受注実績 
 

１０点 

（コ）当該業務に関する価格評価点  (小数点第２位を四捨五入) 
  配点×参加者全体の最低参考見積額／当該参考見積額 

５０点 

（サ）保守に関する価格評価点  (小数点第２位を四捨五入) 
  配点×参加者全体の最低参考見積額／当該参考見積額 

５０点 

 

※ 合計点の半分の点数に満たない参加事業者については、契約の相手方の候補者とはしないものとする。 

（ 別 紙 ） 


